
 

 

能代市公告第２１０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条第１項の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６か月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  令和６年１１月１３日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



別紙

《能代市の財政状況》 （令和６年９月３０日現在）

【一般会計】

令和６年度予算額 ３５７億９，０７８万円

令和５年度からの繰越額 １１億７，４５５万円

合　計 ３６９億６，５３３万円

＜歳入＞

収入済額 １４８億２，１５７万円

収 入 率 ４０．１％ （対前年同期と同率）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

令和６年度 令和５年度 合　　計 令和６年度 令和５年度 合　　計 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

市 税 736,506 736,506 392,637 392,637 53.3 53.3 0.0

地 方 交 付 税 849,095 849,095 542,219 542,219 63.9 65.1 △1.2

国 庫 支 出 金 490,026 490,026 128,469 128,469 26.2 26.4 △0.2

県 支 出 金 258,558 258,558 39,047 39,047 15.1 17.1 △2.0

市 債 526,640 68,700 595,340 0.0 0.0 0.0

そ の 他 718,253 48,755 767,008 331,030 48,755 379,785 49.5 35.3 14.2

合 計 3,579,078 117,455 3,696,533 1,433,402 48,755 1,482,157 40.1 40.1 0.0

歳　入　科　目

収　　　入　　　済　　　額予　　　　　算　　　　　額

　令和６年度の一般会計歳入予算総額は３６９億６，５３３万円で、うち令和５年度から繰り越したのは１１億７，４
５５万円です。収入済み額は１４８億２，１５７万円です。
　令和６年度の市税は収入率が５３．３%となっております。市債、県支出金の収入率が低いのは、出納整理期間中の
収入が多いことによるものです。
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歳入予算と収入率

令和６年度予算額＋令和５年度からの繰越額
収入済額（【 】内の数値は収入率）

84億9,095万円

25億8,558万円

59億5,340万円

76億7,008万円

73億6,506万円

54億2,219万円

12億8,469万円

3億9,047万円

【0.0%】

【63.9%】

【26.2%】

【15.1%】

0万円

(6億8,700万円)

(4億8,755万円)

※ （ ）内は５年度からの繰越額

【49.5%】37億9,785万円

49億26万円

39億2,637万円【53.3%】



＜歳出＞

執行（支出）済額 １４９億２，９３０万円

執行（支出）率 ３９．７％ （対前年同期比較　２．８ポイント増）

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

令和６年度 令和５年度 合　　計 令和６年度 令和５年度 合　　計 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (ポイント)

総 務 費 453,294 1,170 454,464 153,242 153,242 33.7 30.0 3.7

民 生 費 1,105,554 5,712 1,111,266 391,146 2,986 394,132 35.5 37.8 △2.3

衛 生 費 454,753 3,869 458,622 226,648 153 226,801 49.5 33.7 15.8

土 木 費 437,616 8,970 446,586 175,845 2,437 178,282 39.9 37.1 2.8

消 防 費 119,050 119,050 57,962 57,962 48.7 47.0 1.7

教 育 費 335,179 50,755 385,934 122,185 7,690 129,875 33.7 37.2 △3.5

公 債 費 368,530 368,530 180,482 180,482 49.0 39.9 9.1

そ の 他 305,102 113,337 418,439 124,610 47,544 172,154 41.1 36.7 4.4

合 計 3,579,078 183,813 3,762,891 1,432,120 60,810 1,492,930 39.7 36.9 2.8

歳　出　科　目
執行率
（％）

　令和６年度の一般会計歳出予算総額は３７６億２，８９１万円で、うち令和５年度から繰り越したのは１８億３，８
１３万円です。執行済み額は１４９億２，９３０万円で、予算額の３９．７％を執行しています。
　令和５年度から繰越した主なものは、能代工業団地拡張事業費３億５，３３８万円、中学校管理費３億３，２７０万
円、農地等災害復旧事業費２億５，３５５万円等です。

予　　　　　算　　　　　額 執　行　（支　出）　済　額
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歳出予算と執行（支出）率
令和６年度予算額＋令和５年度からの繰越額

執行済額（【 】内の数値は執行率）

※ （ ）内は５年度からの繰越額

45億4,464万円

45億8,622万円

44億6,586万円

11億9,050万円

38億5,934万円

36億8,530万円

41億8,439万円

39億4,132万円

22億6,801万円

17億8,282万円

5億7,962万円

12億9,875万円

18億482万円

17億2,154万円

【35.5%】

【49.5%】

【39.9%】

【48.7%】

【33.7%】

【49.0%】

【41.1%】

(5億755万円）

(5,712万円）
111億1,266万円

(8,970万円）

15億3,242万円【33.7%】

(1,170万円）

(11億3,337万円）

(3,869万円）



＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

736,506 20.6

163,083 4.6

93,519 2.6

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 6,780 0.2

使 用 料 及 び 手 数 料 33,934 1.0

財 源 財 産 収 入 48,339 1.3

寄 附 金 50,016 1.4

繰 越 金 124,004 3.4

1,256,181 35.1

849,095 23.7

490,026 13.7

258,558 7.2

526,640 14.7

地 方 譲 与 税 35,900 1.0

依 存 利 子 割 交 付 金 120 0.0

配 当 割 交 付 金 1,300 0.0

株式等譲渡所得割交付金 1,000 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 9,500 0.3

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 127,400 3.6

環 境 性 能 割 交 付 金 1,600 0.1

地 方 特 例 交 付 金 21,258 0.6

交通安全対策特別交付金 500 0.0

2,322,897 64.9

3,579,078 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

433,638 12.1

626,319 17.5

368,530 10.3

1,428,487 39.9

377,033 10.6

588 0.0

377,621 10.6

480,631 13.4

47,427 1.3

783,988 21.9

125,664 3.5

4,923 0.1

44,474 1.3

285,863 8.0

3,579,078 100.0

　※歳入・歳出とも繰越額を除いています。

項　　　　　　　　　　目

その他

人 件 費

合　　　　　　　　　　計

地 方 交 付 税

市 税

繰 入 金

諸 収 入

普 通 建 設 事 業 費

項　　　　　　　　　　目

扶 助 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

　前年同期と比較して、義務的経費は、人件費等が増加していま
すが、全体の割合は１．７ポイント減少しています。これは、能
代山本広域市町村圏組合負担金の増等により補助費等が２５億２
千万円増加したことで、義務的経費の割合が相対的に下がったた
めです。
　また、投資的経費は、普通建設事業費の減や災害復旧事業費の
減などにより、約５億７千万円の減となっております。

維 持 補 修 費

補 助 費 等

災 害 復 旧 事 業 費

投　資　的　経　費　計

物 件 費

公 債 費

義　務　的　経　費　計

その他

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

　前年同期と比較して、自主財源の割合は４．５ポイント減少し
ております。
　主な要因としては、繰入金が約９億５千万円、市税が約３億円
減少したことなどにより、自主財源の割合が相対的に下がったこ
とが挙げられます。
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10.3%

補助費等 21.9%

物件費
13.4%

繰出金
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＜市税＞

（単位：万円、％）

予 算 額 収 入 済 額 収 入 率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

225,610 93,243 41.3 （令和６年９月３０日）

個 人 市 民 税 183,520 60,165 32.8 　　　　人口 47,472 人

法 人 市 民 税 42,090 33,078 78.6 　　　　世帯 23,887 世帯

443,406 260,461 58.7 税　　　目

20,270 19,370 95.6 市　民　税 19,642 円 39,035 円

47,000 19,449 41.4 固定資産税 54,866 円 109,039 円

0 0 0.0 軽自動車税 4,080 円 8,109 円

220 115 52.3 市たばこ税 4,097 円 8,142 円

736,506 392,638 53.3合 計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

税 目

１人当たり １世帯当たり

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、法人市民税が１０，３４６万円、軽自動車税が
１５９万円それぞれ増加しており、個人市民税が１２，０９２万円、固定資産税が１３，５７６万円
減少しております。
　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、市民税が８０円、軽自動車税が１２４円それぞれ増
加しており、固定資産税が１，５６８円、市たばこ税が６３円減少しております。また、１世帯当た
りの納税額については、軽自動車税が１２８円増加しており、市税が４２５円、固定資産税が４，８
０２円、市たばこ税が２５０円それぞれ減少しております。
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予算額

収入済額（【 】内の数値は収納率）

個人市民税

固定資産税

億円

軽自動車税

市たばこ税

4億2,090万円

44億3,406万円

2億270万円

4億7,000万円

市税 予算と収納率

3億3,078万円

26億461万円

【41.4%】

【78.6%】

【58.7%】

1億9,370万円

1億9,449万円

【95.6%】

法人市民税

6億165万円

18億3,520万円

【32.8%】



＜市債＞

令和６年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

市 債 残 高 構 成 比 年 度 市 債 残 高 前 年 比 較 前 年 比

普 通 債 土 木 486,018 15.2 令和元年度末 3,303,851 △6,575 102.9

農 林 水 産 203,615 6.4 令和2年度末 3,230,335 △73,516 97.8

教 育 563,892 17.7 令和3年度末 3,163,062 △67,273 97.9

住 宅 271,523 8.5 令和4年度末 3,084,774 △78,288 97.5

商 工 10,689 0.3 令和5年度末 3,024,189 △60,585 98.0

そ の 他 806,511 25.3 令和6年度末 3,194,267 170,078 105.6

2,342,248 73.3

災害復旧債 土 木 13,004 0.4

農 林 水 産 11,393 0.4

24,397 0.8

その他 転 貸 債 350 0.0

減 税 補 て ん 債 1,080 0.0

減 収 補 て ん 債 7,737 0.3

臨時財政対策債 818,455 25.6

827,622 25.9

3,194,267 100.0

＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

合 計

区 分

　市債の残高は前年度末と比較して、１７億７８万円（５．６％）増加しています。主な要因としては、一般廃
棄物処理施設整備事業の借入開始が予定されていることが挙げられます。

令和６年度末 市債現在高見込（予算ベース）

15.2%

48億6,018万円

普通債（住宅債）8.5%

27億1,523万円

20億3,615万円

災害復旧債 0.8%

2億4,397万円

臨時財政対策債
25.6%

普通債（商工＋その他）25.6%

81億7,200万円
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億円

普通債 73.3%

普通債（教育債）17.7%

56億3,892万円

普通債（土木債）

普通債（農林水産債）6.4%

81億8,455万円

減収補てん債 0.3%

7,737万円

0.0%

1,080万円

減税補てん債



 

 

能代市の管理する財産（令和６年度末見込） 

 

土  地  １，８５５ヘクタール 

建  物  ２８万平方メートル 

立  木  １０年生以上 ７０万立方メートル 

車  両  １９４台 

出 資 金  ３億４，２５６万円 

有価証券  ４，６０８株 

基  金   ６７億４，１４９万円 

（内 訳）  財政調整基金                 ３６億２，０３４万円 

減債基金                           １４億４，５０８万円 

公共施設解体基金               ８５６万円 

            きみまち恋文基金                ４６万円 

地域振興基金             ２億１，１２４万円 

ふるさと納税基金           ６億２，３０３万円 

            福祉基金                     ２億２，４２９万円 

            災害救助基金                     １，５７６万円 

      森林環境譲与税基金            ３，２７３万円 

港湾利活用地域振興基金          ３，５３３万円 

奨学基金               ２億１，１６８万円 

      ふるさと人材育成・定住促進奨学基金    ７，１４３万円 

ふるさと創生基金               ２億３，５２０万円 

学校教育施設整備基金             ２１０万円 

      Ｊ‐クレジット基金              ４２６万円 



【特別会計】

令和６年度予算額 １４５億２，２０４万円

令和５年度からの繰越額 ０万円

合　計 １４５億２，２０４万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,664 0 1,664 155 9.3 757 45.5

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 228 0 228 228 100.0 115 50.4

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 170 0 170 186 109.4 70 41.2

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 121 0 121 121 100.0 51 42.1

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 157 0 157 157 100.0 51 32.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 560,560 0 560,560 230,436 41.1 207,252 37.0

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 83,406 0 83,406 24,210 29.0 17,077 20.5

介 護 保 険 特 別 会 計 805,898 0 805,898 373,431 46.3 304,829 37.8

合 計 1,452,204 0 1,452,204 628,924 43.3 530,202 36.5

　※端数処理により、合計、内訳、率が一致しないことがあります。

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には８の特別会計があり、８会計の予算額の合
計は以下のとおりとなります。

 執行(支出)
済額

令和６年度
令和５年度か
らの繰越額

合　　計

予　　算　　額


